
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討
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事務所、作業所兼
共同住宅

住宅、マンション、事業
所等が混在する住宅地域

とうきょうスカイツリ
ー
350 m

特記すべき事項はない 基準方位　北　　
８ｍ区道

とうきょうスカイツリ
ー駅北方
350 m

新型コロナウイルス感染症の影響は依然続き、今後について先行き不
透明感が残るが、所得や設備投資は持ち直しの動きが見られる。

東京スカイツリーに近い混在住宅地域として成熟しており、地域要因
に変化は認められない。

地域における標準的な画地である。個別的要因の変動はない。

東京スカイツリータウンの北部に広がる混在住宅地域であり、地域要因に特段の変化は認められない。今後も現
状のまま推移するものと予測される。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、類似地域に存する代替競争関係にある規範性の高い取引事例を収集して試算した。収益価格は、対象基準
地の収益性を反映したもので、周辺には賃貸物件も見られることから、理論的な価格であるが、想定要素が多く含まれ
る。したがって、実証的である比準価格を標準とし、収益価格を比較考量して、公示価格を規準とした価格との検討を
踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

同一需給圏の範囲は、墨田区内の東武伊勢崎線、都営浅草線、京成押上線等の各駅を最寄りとする混在住宅地域と把握
される。需要者は圏内に地縁的選好性を有する個人及び法人が中心であるが、周辺地域からの転入者のほか、これらの
需要者に転売する目的で取得する不動産業者も市場参入している。需給は堅調に推移しているが一部に慎重な動きも見
られる。需要の中心となる価格帯は、立地や規模、用途等によりバラツキが大きい。

①－１対象基準地の検討
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の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 3

令和 3 7 1
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墨田(都)　 － 4 東京都 区部第５ 不動産鑑定士 小田桐　雅也

株式会社日本合同鑑定所
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